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 茨城県では、すべての労働者が働きやすい環境づくりに向けて、「働き方改革」に積

極的に取り組む企業、取組が優れた企業を認定する制度を創設しております。 

ワーク・ライフ・バランスや女性活躍などの働き方改革に取り組む企業が、人材を確

保しやすい環境となるよう支援します。認定の流れや申請方法など、詳細は県労働政策

課ホームページをご覧ください。 

優良企業の認定を受けて、会社の魅力を広くアピールしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

働き方改革優良企業認定制度のご案内 

・県が運営する求人サイト「いばらき就職チャレンジナビ」で優良企業の特集ページで紹介します。   

・県が主催する就職面接会などの企業選定の際に優遇します。   

・特に優れた取組について、セミナーなどの場において、県が積極的にＰＲします。   

・茨城県の建設工事の入札参加資格者名簿作成の際の加点項目として取り扱われています。   

（令和３・４年度資格者名簿分） 

・茨城県の物品調達入札参加資格者名簿作成の際の加点項目として取り扱われています。 

（令和３・４・５年度資格者名簿分） 

認定の メリ ット

提出先・問い合わせ先 

茨城県産業戦略部労働政策課 労働経済・福祉グループ 

E-mail:rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 

電話：０２９－３０１－３６３５ FAX：０２９－３０１－３６４９ 

募 集

審 査 項 目

 ・時差出勤やテレワークなど多様な働き方を実現する制度がある 

 ・社員への各種制度の周知や、利用状況の把握に取り組んでいる 

 ・労働時間数、年次有給休暇の取得率、離職率 など 

随時 

 （詳しくは、県労働政策課 HP をご覧ください。） 

 https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/wlb/nintei.htm 

 
 

「茨城県 働き方改革優良企業」で検索！ 
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

 

  

 令和 4 年度元気いばらき就職面接会を開催します。 

  県内事業所を 10～20 社程度集め、求職者は企業から求人の説明や面接を受けられます。 

  求職者の参加無料、予約不要です。 参加を希望される方は県のホームページをご確認ください。 

  

                      記 

 

１ 開催日・場所 

日付 開催場所 所管 

令和 4 年７月１９日（火） 水戸市 
いばらき就職支援センター 

（029‐300‐1916） 

７月２８日（木） 

※中高年シニア向け 
土浦市 

県南地区就職支援センター 

（０２９‐８２５‐３４１０） 

１０月２１日（金） 常陸大宮市 
県北地区就職支援センター 

（０２９４‐８０‐３３６6） 

１１月 １日（火） つくば市 
県南地区就職支援センター 

（０２９‐８２５‐３４１０） 

１１月 ８日（火） 鹿嶋市 
鹿行地区就職支援センター 

（029１‐3４‐２０6１） 

１１月１１日（金） 日立市 
日立地区就職支援センター 

（０２９４‐２７‐７１７２） 

１１月２９日（火） 筑西市 
県西地区就職支援センター 

（０２９６‐２３‐３８１１） 

令和５年１月２６日（木） 土浦市 
県南地区就職支援センター 

（０２９‐８２５‐３４１０） 

２月１７日（金） 水戸市 
いばらき就職支援センター 

（029－300-1916） 

 

２ 事業所の参加方法 

 開催月の約 2 か月前に県ホームページ上で参加企業を募集します。 

 参加を希望される事業所の方は県ホームページ（QR コード）をご覧ください。 

  

            

 

【問い合わせ先】 

    ○茨城県産業戦略部 労働政策課 雇用促進対策室  

℡：029-301-3645 
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

 

【対象者】令和５年３月大学院・大学・短大・高専・専修学校・能開校等卒業予定者及び既卒未就職者 

 開 催 日 場 所 参 加 企 業 数 

水戸会場 ６月２０日（月曜日） 
ホテルレイクビュー水戸 

水戸市宮町１－６－１ 

１００社 

（午前・午後各５０社） 

古河会場 ６月３０日（木曜日） 
スペースＵ古河 

古河市長谷町３８－１８ 

２０社 

（午後のみ ２０社） 

土浦会場 ７月６日（水曜日） 
ホテルマロウド筑波 

土浦市城北町２－２４ 

６０社 

（午前・午後各３０社） 

水戸会場 ８月８日（月曜日） 
ホテルレイクビュー水戸 

水戸市宮町１－６－１ 

１００社 

（午前・午後各５０社） 

※お申込方法など詳しくは労働政策課ホームページをご覧ください。 

https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/r4challenge.html 

※新型コロナウイルス感染症の感染状況によっては、開催内容等が変更になる場合があります。 

【お問い合わせ】茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室 

TEL ０２９－３０１－３６４５ 

 

 

 

参加費無料 

要事前申込 
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【訓練概要】

○委 託 料 県から御社へ委託料をお支払いします。

〔金額〕 訓練受講生１人当たり 上限月額 ６６,０００円（税込）

（※）中小企業の場合は 上限月額 ９９,０００円（税込）

○訓練期間 １カ月 （訓練の標準時間100時間/月）

○訓練人数 １名から実施可

○募集期間 随時募集

○訓練科目 訓練受講生・企業等のご要望に応じた訓練科目を設定

○そ の 他 訓練であるため、訓練受講生に対する賃金等の支払いは不要です。

（※）中小企業の要件はお問い合わせください。

企業・事業所の皆様へ

～障害者向けハロートレーニング（公共職業訓練）～

障害者の職業訓練にご協力いただける

企業、事業所等を募集しております

県では、企業等に委託し、求職中の障害者向けの職業訓練「実践能力習得訓練コース」を実施

しております。

この訓練コースは、企業等の職場を活用して実施するもので、実際の仕事を教えていただくこと

で就労に必要となる実践的な知識・技能を障害者に身に付けていただく内容となっております。

県に配置する「障害者職業訓練コーディネーター」が、訓練科目設定のご相談から訓練修了ま

で、継続して訓練受講生と委託先企業等をサポートします。

一般就労を希望する障害者に対する支援策であるとともに、企業等に対しては訓練中の

指導を通じて障害者雇用に対する不安を取り除いていただくための支援策でもあります

ので、障害者雇用を検討されている企業等の皆様に積極的にご活用いただきたい訓練

コースです。

随時募集中

茨城県

【問い合わせ先】
茨城県 産業戦略部 労働政策課 技能振興グループ

電話：０２９－３０１－３６５６（直通）
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２０２２年度労働政策課主要事業の概要 

雇用の促進と労働福祉の充実 
１ いばらき就職支援センター事業 

  若年者をはじめとする就職希望者に対して、就職相談から職

業紹介までの一貫したサービスを提供するとともに、各センタ

ーから遠距離の地域における出張相談を実施しています。 

  また、離職された方の再就職支援、若年者の正規雇用支援、

女性・中高年齢者の再就職支援及び新規立地企業や地域の中小

企業に対する人材確保支援を行っています。 
水戸市三の丸1-7-41(祝日・年末年始は休業)  

○就職支援 (平日9:00-19:00、第2･4土9:00-16:00） 

     TEL 029-300-1916  ※職業紹介は 

029-300-1715       平日9:00-16:00のみ 

   ○労働相談 (平日9:00-19:00、第2･4土9:00-15:00） 

     TEL 029-233-1560 

   

２ ＵＩＪターン・地元定着支援強化事業 
人材確保に向けてＵＩＪターンと地元就職の取組を実施するこ

とにより、新卒者はもとより、広く、県内への転職者、移住希

望者を掘り起こし、東京圏等からの人材還流と地元定着を促進

します。 
 

３ 茨城就職チャレンジナビ事業 

  茨城県の求人マッチングサイト「いばらき就職チャレンジナ

ビ」の運営により、県内企業の就職情報の不足によるミスマッ

チを解消し、多様なニーズに応じた就職を円滑に支援します。 

 

４ 大卒等就職面接会開催事業 

  大学等卒業予定者の就職機会の拡大と県内企業の人材確保

を図るため、「チャレンジいばらき就職面接会」を開催します。

前期（６～８月）４会場、後期（10月）１会場で実施予定です。 
 

５ 高年齢者労働能力活用事業 

 働く意志と能力を持った高年齢者に対して就業機会を提供す

るシルバー人材センター連合会の運営費の一部を助成します。 
 

６ 障害者就職面接会開催事業 

  事業者への障害者雇用の理解を深め、障害者の就職機会の

拡充を図ります。 

 

７ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 
県内中小企業の成長や経営改善を図るため、高度なスキルを

持った人材について、転職・副業等の多様な形態による県内企

業とのマッチングを支援します。 

 

８ 緊急生活支援融資資金貸付制度 
失業者や勤労者に対する緊急生活支援対策として、生活資金

を中央労働金庫と協調して低利で貸し付けます。 

 (1) 失業者等生活資金融資制度 

   県内にお住まいの勤労者が、失業したり、給料の遅配を

受けたりした場合に、日常生活に必要な生活資金をお貸し

します。  （貸付限度額50万円、利率1.2％） 

 (2) 勤労者生活資金融資制度 

   県内にお住まい又は勤務する方に、冠婚葬祭、病気によ

る入院、子どもの学校入学、災害等のために必要な生活資

金をお貸しします。（貸付限度額100万円、利率1.6％） 

９ 育児休業・介護休業者生活資金貸付制度 
 茨城県内にお住まいの勤労者が、育児休業や介護休業を取得

した場合、休業期間中の生活に必要な資金をお貸しします。 

（貸付限度額100万円、利率1.5％） 

※8・9の貸付制度についてのお問い合わせは 

  中央労働金庫 茨城県本部 TEL 029-221-4181 

  または中央労働金庫県内各支店へ 

 

10 働き方改革・女性活躍推進事業 

県内企業における働き方改革を促進するため、優良企業の認

定や、モデル企業の取組等優良事例の普及・啓発を図るととも

に、女性の活躍を推進するため、女性の登用に積極的な企業を

表彰するほか、女性管理職育成を支援する研修等を実施しま

す。 

 

11 障害者雇用促進事業 

障害者雇用に積極的に取り組む企業等と「茨城県障害者雇用

優良企業」として認定し、認証マークを交付するなど啓発事業

を通して県民の理解促進を図るとともに、障害者の方々に就労

するうえでの有益な情報を提供することにより、障害者の就労

を支援します。 

 

12 障害者雇用創出・支援事業費 

  いばらき就職支援センターを拠点に、障害者雇用推進アドバ

イザーを配置し、関係機関との連携のもと、障害者法定雇用率

未達成企業等に対して個別訪問による雇用創出支援や障害者と

のマッチングを支援する。 

 

13 外国人材活躍促進事業 

  本県産業を支える優秀な人材の確保、及び県内企業の人手不

足解消のため、「特定技能」や「技術・人文知識・国際業務」な

どの在留資格制度に関するセミナーの開催や、就職を希望する

外国人と県内企業の就職マッチングを行うことで、継続的かつ

安定的に人材・労働力を確保します。 
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職業能力の開発・人材の育成

 
 
１ 新規学卒者訓練事業 
  高等学校等新規学卒者を対象に、 県立産業技術短期大学

校において、高度なＩＴ技術者を育成するとともに、県立
産業技術専門学院において、ものづくりなどの技能人材を
育成します。 

 (1) 県立産業技術短期大学校 
    情報システム科、情報処理科の 2コース 

（定員：120 名、訓練期間：2年） 
～2019 年度から情報処理科の入学定員を倍増！～ 

 (2) 県立産業技術専門学院 
   自動車整備科、電気工事科、金属加工科、機械システム

科等延べ 11 コース 
（定員：365 名、訓練期間：1～2年） 

 
２ 離職者等訓練事業 

離職者等の早期就職を促進するため、ハローワーク等と
の連携を図りながら、学院施設内のほか、民間の活用等に
より就職のために必要な知識・技能を習得する訓練を行い
ます。 

  (1) 施設内訓練（産業技術専門学院で実施） 
      生産ＣＡＤ科、ＩＴ技術科、金属加工科 3 コース 

（定員：50 名、訓練期間：1年） 
  (2) 委託訓練（民間教育訓練機関等へ委託） 
   ＯＡシステム科、介護福祉科、介護サービス科、フォー

クリフト運転技能科等 98 コース 
（定員：1,600 名、訓練期間：1か月～2年） 

 
３ 在職者訓練事業・いばらき名匠塾事業 

中小企業在職者の能力向上を図るため、企業ニーズに基
づき、技能向上、IT 技術、オーダーメイド等実践的な訓練
コース（土日、夜間も実施）の実施や中堅者への技能継承
の促進を図るため、ベテラン技能者が培ってきた技能を伝
承するための講座を開催します。 

 (1)在職者訓練事業 
  ・技能向上コース（電気工事士、溶接等） 

39 コース、定員 690 名 
  ・ＩＴコース（ＣＡＤ、ＯＡシステム等) 

    26 コース、定員 350 名 
  ・オーダーメイド型コース（個別相談により訓練内容を決定） 

29 コース、定員 320 名 
  ・技能ブラッシュアップコース 

（技能検定 1･2 級の技能習得を目指す少人数・長時間のコース） 
         1 コース、定員   8 名 

 
 (2)いばらき名匠塾事業 
  ・講座内容：旋盤コース、電子機器組立コースなど 
  ・対 象 者：中小企業で働く中堅青年技能者 
        （概ね 20 歳代から 30 歳代） 
  ・定 員 等：各コース 5名以内（各学院でコース実施） 

 
４ ものづくり振興・人材育成事業 

  優れた技能者を『ものづくりマイスター』として認定し、
地位向上を図るとともに、企業での OJT や、学校教育・社
会教育などにおいて積極的に活用を図るとともに、高校生
を対象としたジュニア技能インターンシップ事業を実施し
ます。 
※ ものづくりマイスター：優れた技能を有し、技能の維持・継承や人材育成のできる者 

 
 
 
 
 
 

 

 
５ 障害者に対する職業能力開発事業 
(1) 知的障害者職業能力開発事業 

   水戸産業技術専門学院において、知的障害者を対象に職
業訓練を行います。 
・総合実務科 
（定員：20 名(前・後期各 10名)、訓練期間：6ヶ月） 

  (2) 障害者委託訓練事業 
民間教育機関等に委託して、障害者を対象に職業 

訓練を行います。 
  ・知識・技能習得訓練コース（定員：20名、訓練期間：3ヶ月） 
  ・実践能力習得訓練コース（定員：1名～、訓練期間：1ヶ月） 

 

６ 茨城県職業人材育成センター運営事業 
  企業等に対する職業能力開発の拠点及び技能検定会場

等、能力評価の振興を図る拠点として運営します。 
  ・名 称：茨城県職業人材育成センター 
  ・所在地：水戸市水府町 864-4 
  ・用 途：技能検定会場、県が行う職業訓練等 

 

 
 

 

【お問い合わせ】 
茨城県産業戦略部 労働政策課 
〒310-8555 茨城県水戸市笠原町 978-6 
TEL：029-301-3653・3656 
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/

shokorodo/rosei/index.html 
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いばらき労働相談センター出張相談会のご案内 
 

●新型コロナウイルス感染症の影響による賃金や休業手当の不払い、一方的な解雇や配置転換、パ

ワーハラスメント、職場でのいじめなどといったトラブルで悩んでいませんか。 

●いばらき労働相談センターでは、職場のトラブルや労使問題でお困りの方のために、専門の相談

員による相談や情報提供を通じて問題解決のお手伝いをしています。 

●ご相談方法は、電話のほか、面談、メールでの相談も受け付けております。 

※メールでのご相談の場合には、折り返しのお電話をさせていただきますので、電話番号の記載

をお願いいたします。秘密は厳守いたしますので、一人で悩まずに、ぜひご相談ください。 

●なお、各地区就職支援センター内での出張面談についても、日程調整のうえ行っておりますので、

センター（029-233-1560）へご連絡ください。 

●また、出張相談会を以下の日程で行いますので、まずはお電話にてセンター（029-233-1560）あ

てお問い合わせください（事前にご予約された方優先。事前予約がない方も、当日の相談は可能）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日にち 会 場 

5 月 10 日(火) 筑西市役所 本庁舎 3階 303 会議室 

5 月 25 日(水) つくば市役所  コミュニティ棟 3階会議室Ｂ 

6 月 7 日(火) 日立市役所 本庁舎 5階 502 会議室 

6 月 21 日(火) つくば市役所  本庁舎 3階会議室 302 

7 月 7 日(木) 筑西市役所 本庁舎 3階 303 会議室 

7 月 21 日(木) つくば市役所  本庁舎 3階会議室 302 

8 月 9 日(火) 日立市役所 本庁舎 5階 502 会議室 

8 月 23 日(火) つくば市役所  本庁舎 3階会議室 302 

9 月 6 日(火) 筑西市役所 本庁舎 3階 304 会議室 

9 月 21 日(水) つくば市役所  本庁舎 3階会議室 302 

※相談無料・秘密厳守 

・相 談 窓 口 

・開 設 日 時 

・場    所 

・電 話 番 号 

・メールアドレ

・主な相談内容 

月曜日 ～ 金曜日：9:00～19:00（相談受付は 18:30 まで） 

第２・第４土曜日：9:00～15:00（相談受付は 14:30 まで） 

※第１・第３土曜日、日曜日、祝日、年末年始は休業 

 
水戸市三の丸１－７－４１ いばらき就職支援センター２階 

０２９－２３３－１５６０ 

rodosodan@pref.ibaraki.lg.jp 

労働条件、採用、解雇・配置転換、賃金不払い、職場でのいじめ、パワハラ等 

・令和４年度上半期 出張相談会の開催スケジュール 【相談時間：各日 10 時から
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セミナー・交流会・インターンシップの開催時期・開催方法につきましては、 

決まり次第お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆事業の内容◆ 

大好きいばらきＵＩＪターン・定着応援“くらぶ”の運営 

  ・県や県内外の大学、経済団体等が構成員となり、ＵＩＪターンと地元定着に向けた

推進 

体制を構築 

 ・県主催の就職面接会や県内企業の就職情報の提供、大学や学生のニーズ把握 

 

 

大好きいばらきインターンシップ促進事業 

 ・県内企業の魅力をアピールするインターンシップを実施し、ＵＩＪターンの契機をつ

くる。 

 ・参加対象：主に県外及び県内の大学在学３ 

 
UIJターン・地元定着支援強化事業 

◆事業の目的◆ 
本県産業を担う人材の確保・定着を図るため、県内外の大学及び経済団体と連携し、大学訪

問、各種セミナー、交流会、インターンシップ等を実施することで、学生の本県へのUIJター

ン就職及び地元定着を促進する。 

 
 

◆事業の内容◆ 

＜いばらき就職応援くらぶの運営＞ 

○県と県内外の大学、経済団体等が構成員となり、ＵＩＪターンと地元定着に向けた推進体制

を構築 

〇大学訪問、大学での就職セミナー及び企業セミナーの実施 

〇大学と企業の交流会、意見交換会の実施 

○県主催の就職面接会や県内企業の就職情報の提供、大学や学生のニーズ把握 

 

＜企業の採用力強化支援事業＞ 

〇本県に就労場所を有する企業の採用担当者等を対象に、採用戦略の改善・PR 力強化のための

セミナーと実践支援を実施。今年度は、企業の魅力訴求の手法等の連続講座と個別フォロー

アップを予定しています。第1回講座は６月下旬開催です。 

＜インターンシップ「いばらきプログラム」＞ 

〇本県企業の魅力や県内で働くことのメリットを体験してもらうための、特色あるインターン

シップを実施し、ＵＩＪターンの契機をつくります。参加対象は県内及び県外の大学生。 

＊経営者の想いに触れるリアルな体験ができる経営者随行型インターンシップ 

＊インターンシップ参加事前面談で、将来についての考えや応募動機の確認などを実施し、有

意義なインターンシップとなるようサポートします！ 

 

＜求人マッチングサイト「いばらき就職チャレンジナビ」の運営＞ 

○茨城県の求人マッチングサイトの運営により、県内企業の就職情報の不足によるミスマッチ

を解消し、多様なニーズに応じた就職を円滑に支援します。 
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～ 茨城県外国人材支援センターのご案内～ 
 

 

茨城県外国人材支援センターは、県内での就労を希望する外国人（留学生を含む）と県

内企業との就職マッチング支援、外国人材を雇用したい企業への各種支援、セミナーの開

催、専門家派遣などの支援を行っています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県外国人材支援センターにご相談ください！ 
 

【所在地】 

  水戸市千波町後川 745 ザ・ヒロサワ・シティ会館 分館 1 階 

   

【受付時間】 

  平日 9 時 00 分～17 時 00 分（土日祝祭日及び年末年始を除く） 

   

【連絡先】 

電話番号：029-239-3304  E-mail ：info@ifc.ibaraki.jp 

 

【外国人材支援センターホームページ】 

https://ifc.ibaraki.jp/ 

 

【支援内容】 

・アドバイザーによる相談対応、介護分野の専門相談の実施 

・「特定技能」「技術・人文知識・国際業務」の在留資格で就労を希望する外国人材と 

県内企業の就職マッチング  

・企業向け各種支援セミナーの実施 

・外国人材向け日本語学習 e ラーニングシステムの提供 

・外国人材からの生活全般に関する相談 

 ※（生活相談は（公財）茨城県国際交流協会「外国人相談センター」で受付） 

   受付時間：平日 8 時 30 分～17 時 00 分（土日祝祭日及び年末年始を除く） 

   電話番号：029-244-3811 

 

【お問合せ】 

茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室（029-301-3645） 

外国人採用でこんなお悩みありませんか？ 

・外国人材を雇用したい       ・特定技能制度を活用したい 

 

・雇用のミスマッチングを避けたい  ・求人情報の掲載、求職者情報の閲覧 

 

・外国人材の定着支援を受けたい   ・行政書士の支援を受けたい 
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令和４年度において、茨城労働局では、各行政施策課

題に対して、以下のとおり取り組むこととしています。 

なお、第１章では重点施策の各事項における取り組みにつ

いて記載し、第２章では主要施策の取り組みについて事項

名のみ記載しています。 

第１章 令和４年度の重点施策 

■「成長と分配の好循環」の実現に向けた働き方改

革の推進 

 

１．働き方改革による生産性向上等の推進 

（１）監督署の「労働時間相談・支援班」による、説

明会の開催や中小規模の事業場への個別訪問により、

改正労働基準法等の周知を中心としたきめ細やかな

相談・支援等を行います。また、大企業・親事業者の

働き方改革に伴う下請等中小事業者への「しわ寄せ」

防止について、11 月の「しわ寄せ防止キャンペーン

月間」に集中的な周知啓発を行います。 

（２）パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴

収を実施することにより、法の着実な履行確保を図

り、どのような雇用形態を選択しても納得が得られ

る処遇を受けられ、多様な働き方を自由に選択でき

るよう支援します。 

（３）働き方・休み方改善ポータルサイトを通じた企

業の改善策の提供と好事例の紹介、働き方・休み方改

善コンサルタントによる専門的な助言・指導を訪問

等により行います。 

（４）「働き方改革推進支援センター」ではワンスト

ップ相談窓口を設置し、オンラインセミナーや出張

相談会、電話や訪問による個別支援など、生産性向上

等に取り組む事業者に対して、助成金活用等を含め

たきめ細かな支援を行います。 

（５）医療事業者の勤務環境改善に取り組む医療機

関に対し、「医療勤務環境改善支援センター」におい

て、労働関係法令や労務管理全般の相談に応じるほ

か、医師の働き方改革（医師の時間外労働上限規制）

への対応を支援します。 

（６）ポリテクセンター茨城に設置した「生産性向上

人材育成支援センター」では、企業の人材育成に関す

る相談支援、課題に合わせた人材育成プランの提案、

在職者訓練や生産性向上支援訓練など、事業主及び

労働者の支援を行います。 

（７）業務改善助成金や働き方改革推進支援助成金

については、労働局のみならず、地方公共団体や業界

団体の広報誌、事業主団体を通じた傘下企業への周

知について、連携して取り組むことで一層の活用を

図ります。 

 

２．雇用維持・労働移動・人材育成の取組への支援 

（１）雇用調整助成金等については引き続き休業の

ほか、教育訓練、出向を通じて雇用維持に取り組む事

業主を支援するため、助成金センターにおける事務

処理の一元化により、迅速かつ適正な支給処理に努

めます。また、特例措置期間や要件等について変更が

あった場合には、速やかに周知に努めます。 

（２）産業雇用安定助成金により、出向元と出向先双

方の企業を一体的に支援するとともに、「在籍型出向

等支援協議会」において、出向の情報やノウハウの共

有、送出・受入企業の開拓を推進し、産業雇用安定セ

ンター等関係機関と連携して在籍型出向を活用した

雇用維持を促進します。 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響により、やむ

を得ず離職した方の再就職を促進するため、就職に

必要な技能及び知識を習得するための求職者支援制

度について活用が図られるよう積極的な周知・広報

に取り組みます。 

（４）ハローワーク、訓練機関及び福祉人材センター

の連携を強化し、新型コロナウイルス感染症の影響

による離職者の再就職を支援します。 

（５）介護・障害者福祉分野における人材確保につな

げるため、介護・障害者福祉分野訓練枠の拡充を行い

ます。このため、訓練に職場見学・職場体験を組み込

むことを要件に訓練委託費等の上乗せ等を行い、訓

練コース設定がしやすい環境を整えます。 

（６）デジタル分野の訓練コース設定を促進するた

め、一定の要件を満たした IT分野の資格取得を目指

す公的職業訓練コースについて、訓練委託費等の上

乗せを実施します。 

また、デジタル分野にかかる公的職業訓練受講を

推奨し、訓練期間中から訓練修了後までのきめ細や

かな伴走型支援により、デジタル分野における再就

職の実現を図ります。 

（７）職業訓練に地域のニーズを反映することによ

り、効果的な人材育成を行うため、地域訓練協議会に

おいて、①地域の人材ニーズに係る共通認識とそれ

に適して訓練コースの設定、②訓練受講者等の個別

の状況を踏まえた検証・見直し、③訓練受講者に対す

るキャリアコンサルティングの促進や就職促進等に

ついて協議し、地域のニーズに対応した職業訓練コ

ースの設定等を促進します。 

 

 

 

第２章 令和４年度の主要施策 

■安全で健康に働くことができる環境づくり 

１ 長時間労働の抑制に向けた監督指導等 

（１）長時間労働の抑制に向けた監督指導等 

（２）労働条件の確保・改善対策 

２ 労働者が安全で健康に働くことができる環境 

令和４年度 茨城労働局行政運営方針 
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の整備 

（１）茨城労働局第 13次労働災害防止推進計画 

（２）高齢者の特性に配慮した安全衛生対策を行う

企業への支援 

（３）新たな化学物質規制の周知、石綿ばく露防止対

策の徹底 

（４）放射線障害防止対策の徹底 

３ 職場における感染防止対策等の推進 

（１）職場における感染防止対策 

（２）迅速かつ公正な労災保険の給付 

４ 最低賃金制度の適切な運営 

（１）最低賃金審議会の円滑な運営 

（２）最低賃金額等の周知・広報の徹底 

（３）最低賃金・賃金支払いの徹底に向けた監督指導

等 

５ 治療と仕事の両立支援 

（１）治療と仕事の両立支援に関する取組の促進 

 

■多様な人材の活躍促進 

１ 女性・非正規雇用労働者へのマッチングやステ

ップアップ支援、新規学卒者等への就職支援 

（１）地方公共団体と連携した生活困窮者等に対す

る就労支援 

 

２ 人手不足分野や地域間の円滑な労働移動の推進 

 

３ 就職氷河期世代の活躍支援 

（１）ハローワークの専門窓口におけるチーム制に

よる伴走型支援 

（２）短期間で取得でき安定就労に有効な資格等の

取得支援 

（３）地域若者サポートステーションにおける就職

氷河期世代の無業者の支援 

（４）就職氷河期世代の失業者等を正社員で雇い入

れる企業への助成金等の活用 

（５）就職氷河期世代の活躍支援のための都道府県

プラットフォームを活用した支援等 

 

４ 障害者の就労促進 

（１）雇用率達成指導の徹底及び中小企業をはじめ

とした障害者の雇入れ支援等の強化 

（２）精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様な

障害特性に対応した就労支援の強化 

（３）公務部門における障害者の雇用促進・定着支援

の推進 

 

 

 

 

５ 高年齢者の雇用確保・就業促進機会確保対策の

推進 

（１）ハローワークにおける生涯現役支援窓口など

のマッチング支援の拡充 

（２）70 歳までの就業機会確保に向けた環境整備や

高年齢労働者の処遇改善を行う企業への支援 

 

■誰もが働きやすい労働環境の整備 

１ 女性活躍・男性の育児休業等の促進 

（１）女性活躍推進のための行動計画に基づく企業

の取組支援 

（２）男女とも育児休業を取得しやすい環境の整備

に向けた企業の取組支援 

（３）仕事と家庭の両立支援に取り組む事業主等へ

の支援 

 

２ 総合的なハラスメント対策の推進 

（１）職場におけるハラスメント等に関する雇用管

理上の防止措置義務の履行確保 

（２）各種労働相談に対する的確な対応と早期の紛

争解決援助 

（３）労働法制の普及促進 

 

３ 柔軟な働き方がしやすい労働環境の整備 

（１）良質なテレワークの導入・定着促進 

（２）年次有給休暇の取得促進等による休み方改革

の推進 

 

４ 中小企業・小規模事業者への働き方改革支援 

（１）雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 

（２）長時間労働につながる取引環境の見直し 

（３）オール茨城での働き方改革支援 

【問い合わせ先】茨城労働局雇用環境・均等室〒310-8511 水戸市宮町 1-8-31
電話：029-277-8294  FAX：029-224-6265 
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労働保険の年度更新手続きはお早めに ＜受理相談会を開催いたします＞ 

令和４年度の労働保険の年度更新及び一般拠出金の申告手続きは、令和 4 年 6 月 1 日（水）から令和 4 年 7 月 11

日（月）までが申告期間となります。送付される「労働保険年度更新 申告書の書き方」等により申告書を作成さ

れ、期日までに申告手続きをお願いいたします。 

初めて年度更新手続きをされる方、申告書作成の上でご不明な点のある方などのために、各労働基準監督署等で

は、下記のとおり受理相談会の開催を予定しております。新型コロナウイルス感染防止対策には万全を期しており

ますが、感染拡大防止の観点から、労働保険年度更新コールセンター（0120-165-180 開設期間 5 月 30～7 月 22 日

まで）等による電話相談、電子申請による手続きもご利用ください。 

 

令和４年 度  労 働 保 険 年 度 更 新 申 告 書  受 理 相 談 会 日 程 表 

お問合せ先は、茨城労働局 総務部 労働保険徴収室（029-224-6213）または最寄りの労働基準監督署まで 

（HP）https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/home.html 

署別 月   日 時  間 会      場 

水 

戸 

7 月 7 日(木) 9:00～16:00 
茨城県産業会館 中会議室Ｂ 

（水戸市桜川 2-2-35） 

7 月 8 日(金) 10:00～16:00 
大子町中央公民館 第４研修室 

（久慈郡大子町池田 2669） 

7 月 11 日(月) 9:30～16:00 
常陸太田市商工会 大会議室 

（常陸太田市中城町 3210） 

日 

立 

7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:00 
日立労働基準監督署 １階会議室 

（日立市幸町 2-9-4） 

7 月 11 日(月) 9:30～15:30 
ハローワーク高萩 ２階会議室 

（高萩市本町 4-8-5） 

土
浦  

7 月 6 日（水）・ 7 日(木)・ 8 日(金) 

・11 日(月) 
9:00～16:00 

土浦労働総合庁舎 ３階会議室 

（土浦市宍塚 1838） 

筑
西 7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:00 

筑西労働基準監督署 １階会議室 

（筑西市下中山 581-2） 

古
河 7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:00 

古河労働基準監督署 ２階会議室 

（古河市東 3-7-32） 

常
総 7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:00 

常総労働基準監督署 会議室 

（常総市水海道淵頭町 3114-4） 

龍
ケ
崎 

7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:00 
龍ケ崎労働基準監督署 １階会議室 

（龍ケ崎市川原代町四区 6336-1） 

鹿
嶋 7 月 8 日(金)・ 11 日(月) 9:00～16:30 

鹿嶋労働基準監督署 屋外会議室  

（鹿嶋市宮中 1995-1） 
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５月は電子申請利用促進月間です！ 

 労働保険の申請は、カンタン・便利な電子申請で 

 

いつでもどこでも手続可能！  

  労働局や労働基準監督署の窓口に出向く必要はありません。 

  窓口での待ち時間がなく、自宅やオフィスにいながら申請や届出ができます。 

  窓口の開設時間にとらわれず、２４時間３６５日、いつでも手続が可能です。 

簡単・スピーディに申請！  

  大量の申請書類への記入も、電子申請ならデータでスピーディに処理できます。 

  毎年提出する年度更新申告書であれば、前年度の申請情報を取り込めるので、入力

は変更と修正だけ！入力チェック機能や計算機能があるので、記入漏れや記入ミス

も防げます。 

ムダな時間やコストも削減！  

  申請・届出用紙の入手は不要！申請内容によっては複数の手続をまとめて申請でき

るので、書類申請のための移動費・手数料・人件費などのコストを削減できます。 

  ＧビズＩＤやマイナンバーカードを使うと、電子証明書の取得費用はかかりません。 

  （労働保険関係手続（一部手続は除く）について、ＧビズＩＤを利用して手続する

ことができます。また、マイナンバーカード等のＩＣカード形式の電子証明書を利

用する場合、ＩＣカードリーダライタは別途必要です。） 

e-Ｇov web サイトへ！  

e-Ｇov web サイトへアクセス！ https://www．e-gov.go.jp/ 

１． 電子証明書を用意してください(Gビズ ID を使用する場合は不要) 

労働保険関係手続の電子申請を行う場合は電子証明書が必要となります。 

  ２. アカウントの準備をしてください 

      e-Ｇov 電子申請を利用する際のアカウントを準備します。 

            e-Ｇov アカウント・Microsoft アカウント・Gビズ ID 

３．  ブラウザの設定を確認してください 

  ブラウザのポップアップロックを解除します。ブロックが有効のまま利 

  用すると、正しく画面が表示されない場合があります。 

４． アプリケーションをインストールします 

 e-Ｇov 電子申請アプリケーションをインストールします。なお、インスト 

ールには、管理者アカウントが必要です。 

詳細はこちら 厚生労働省のホームページから「労働保険関係手続の電子申

請について」をご覧ください。 

労働保険の電子申請説明動画が各種アップされております。 
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７ 
 

 

厚生労働省茨城労働局労働基準部健康安全課 

 

安 全 は  急 が ず 焦 ら ず 怠 ら ず 

全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という基本理念の下、

「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の

定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく続けられ、今年で95 回目を迎えます。 

この間、事業場では、労使が協調して労働災害防止対策を展開してきた結果、労働災害は

長期的には減少していますが、茨城県内における令和３年の労働災害（速報値）については、

死亡者数は22人で前年と比較して４人の増加となっており、休業４日以上の死傷者数は

3,498人で前年と比較して388人、12.5％の増加を示しており、60歳以上の労働者が占める割

合は増加傾向にあります。 

また、本年は、「第13次労働災害防止推進計画」の最終年であることを踏まえ、高齢者が

安心して安全に働くことができる職場環境の改善が求められており、それぞれの事業場で一

人の被災者も出さないという理念の下、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断

の努力が必要です。 

厚生労働省では、労働災害の減少を図るため、７月１日（金）から７日（木）までを 

「全国安全週間」、６月１日（水）から 30 日（木）までを準備期間としており、各事業場

では、この期間中に各職場の巡視や全国安全週間のスローガン、安全標語の掲示、労働安全

に関する講演会の開催、年間を通じた安全衛生計画の策定、安全衛生教育の実施などの取り

組みが実施されることとなりますが、その実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症の

感染防止対策に留意し、マスク着用、手指消毒、いわゆる「３つの密」が同時に重なる場を

避け、事業場の実態に即した実行可能な感染症拡大防止対策を徹底しつつ、周知してくださ

いますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度「全国安全週間」を７月に実施！ 
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厚生労働省茨城労働局労働基準部健康安全課 

 

～死 傷 災 害 は 前 年 比 1 2 . 5 ％ の 増 加～ 

茨城労働局（局長 下角 圭司）は、令和３年の茨城県内の労働災害発生状況（速報値）

を取りまとめました。 

 

○ 休業４日以上の死傷者数 ： ３，４９８人 

令和２年と比較して、388人（12.5％）の増加 

○  死亡者数 ： ２２人 

令和２年と比較して、４人（22.2％）の増加 

 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の令和３年の休業４日以上の死傷者数は、3,498人（前年比388人、12.5％増加）

となり、長期的にみれば、昭和53年の5,389人をピークに着実に減少していますが、こ

こ数年は増減を繰り返しています。 

業種別にみると、製造業が888人（全体の25.4％）、次いで商業483人（同13.8％）、

運輸交通業417人（同11.9％）、建設業387人（同11.1％）の順となっており、この４業

種で全体の６割を超えています。 

２ 死亡災害発生状況 

県内の令和３年の死亡災害は、前年と比較して４人増加の22人となり、業種別にみる

と、建設業で７人（全体の31.8％）、製造業及び商業でそれぞれ３人（同13.6％）、運

輸交通業及び畜産水産業でそれぞれ２人（同9.1％）、その他で５人の順となっていま

す。 

このような状況を踏まえ、令和４年度は、茨城労働局第 13 次労働災害防止推進計画の最

終年に当たり、同推進計画に基づき、労働災害の多発業種を中心とした災害防止対策を推進

するとともに、昨年発生した死亡災害 22 人のうち、６人（27.3％）を占める高所作業時の

「墜落・転落災害」、次に４人（18.2％）を占める機械による「はさまれ・巻き込まれ災害」

の防止、それぞれ３人（13.6％）を占める材料等の「飛来・落下」及び「交通事故」の防止、

高年齢労働者の災害を防止するため、「エイジフレンドリーガイドライン」の周知、外国人

労働者に対し労働者が内容を確実に理解できる方法による安全衛生教育の実施についても、

重点として推進することとしています。 

各事業場の皆さまにおかれましては、作業前に必ずリスクアセスメントを実施する等によ

り、事前に対策を充実させ、関係者が一丸となった労働災害防止のための取り組みを強化し

てくださいますようお願いいたします。  

令和３年 茨城県内の労働災害発生状況 
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区分

業種 構成比（％） 構成比（％） 増減数 増減率（％）

製 造 業 833 (2) 26.8 888 (3) 25.4 55 6.6

鉱 業 10 0.3 6 0.2 -4 -40.0

建 設 業 295 (4) 9.5 387 (7) 11.1 92 31.2

運 輸 交 通 業 396 (1) 12.7 417 (2) 11.9 21 5.3

貨 物 取 扱 業 44 1.4 55 1.6 11 25.0

農 林 業 78 (1) 2.5 59 (1) 1.7 -19 -24.4

畜 産 ・ 水 産 業 142 (1) 4.6 140 (2) 4.0 -2 -1.4

商 業 448 (2) 14.4 483 (3) 13.8 35 7.8

金 融 ・ 広 告 業 22 0.7 31 (1) 0.9 9 40.9

通 信 業 55 1.8 54 1.5 -1 -1.8

教 育 研 究 業 28 0.9 59 1.7 31 110.7

保 健 衛 生 業 361 (1) 11.6 491 14.0 130 36.0

接 客 娯 楽 業 158 5.1 191 (1) 5.5 33 20.9

清 掃 ・ と 畜 業 115 (4) 3.7 108 (1) 3.1 -7 -6.1

そ の 他 125 (2) 4.0 129 (1) 3.7 4 3.2

全産業（合計） 3,110 (18) 100.0 3,498 (22) 100.0 388 12.5
（　　）内は死亡者数で内数

死傷者数(人) 死傷者数(人)

≪令和3年の県内の労働災害発生状況≫

死傷災害（休業4日以上）発生状況（速報値）

令和2年 令和3年
対前年比

(1月～12月) (1月～12月)
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  今期の事件の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働委員会の窓から 
令和４年２月１日～令和４年３月 31 日 

審査事件  (
労働組合又は労働者からの申立てにより、不当労働行為に

該当するかどうかを判定し、該当する場合救済を図る制度) 

・・・・当該期間中に新規申立てはありませんでした。係属中の事件は２件です。 

 

調整事件（
労働組合と使用者との間の紛争に 

ついて話合いにより解決を図る制度） 
・・・・当該期間中に新規申請はありませんでした。係属中の事件はありません。 

 

個別あっせん事件 (
個々の労働者と使用者との間の紛争に

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中において、新規事件が３件、前期間からの係属事件が１件あり

ました。うち１件が終結し、３件が係属中です。 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
あっせん事項 

Ｒ４(個) 

第２号事件 
建設業 

Ｒ４.２.９ 

労働者 
・解決金 

Ｒ４(個) 

第３号事件 
医療、福祉 

Ｒ４.２.16 

労働者 
・解決金 

Ｒ４(個) 

第４号事件 
小売業 

Ｒ４.２.21 

労働者 
・解決金 

【終結事件の概要】 

事件名 業種 
申請者

区 分 

あっせん事

項 
終結状況 

Ｒ４(個) 

第１号事件 

学術研究、

専門・技術

サービス業 

労働者 

・解決金 

・不当解雇、

パワハラに

対する謝罪 

被申請者のあっせんに応じない意

思が明確になったため、打切りと

して終結した。 

（終結までの所要日数は７６日） 
 

労働委員会は、中立・公正な立場で、労使紛争の解決に向けて争議の調整や不当

労働行為の審査などを行っています。労働組合や使用者だけでなく、労働者個人で

利用できるあっせん制度もありますので、是非ご活用ください。 
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  あっせん員候補者紹介 

令和４年４月 21 日付けで、新しいあっせん員候補者が委嘱されました。 

氏 名 委嘱年月日 現 職 

木 島
き じ ま

 千華夫
ち か お

 平 成 24年 12月 ３ 日 
弁 護 士 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

亀 田
か め だ

 哲 也
て つ や

 平 成 30年 12月 ６ 日 
弁 護 士 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

吉 田
よ し だ

   勉
つとむ

 平 成 30年 12月 ６ 日 
常 磐 大 学 総 合 政 策 学 部 教 授 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

石 川
い し か わ

 和 宏
か ず ひ ろ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

後 藤
ご と う

 玲 子
れ い こ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
茨 城 大 学 人 文 社 会 科 学 部 教 授 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

内 山
う ち や ま

   裕
ゆたか

 平 成 30年 １ 月 18日 
日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 茨 城 県 連 合 会 会 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

吉 田
よ し だ

   豊
ゆたか

 平 成 28年 12月 １ 日 
茨 城 県 教 職 員 組 合 顧 問 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

髙 木
た か ぎ

 英 見
ひ で み

 平 成 29年 ９ 月 21日 
日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 茨 城 県 連 合 会 事 務 局 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

菅 原
す が わ ら

 康 弘
や す ひ ろ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
茨 城 交 通 労 働 組 合 執 行 委 員 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

関
せき

 口
ぐち

 喜
よし

 一
かず

 令 和 ３ 年 11月 25日 
情 報 産 業 労 働 組 合 連 合 会 茨 城 県 協 議 会 議 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

安 田
や す だ

 仁 四
ひ と し

 平 成 24年 12月 ３ 日 
一般社団法人茨城県経営者協会人事労務相談室長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

澤 畑
さ わ は た

 愼 志
し ん じ

 平 成 28年 12月 １ 日 
一 般 社 団 法 人 茨 城 県 経 営 者 協 会 副 会 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

曽 根
そ ね

   徹
とおる

 平 成 30年 ５ 月 24日 
株 式 会 社 日 立 製 作 所 日 立 事 業 所 事 業 所 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

生 井
な ま い

 義 雄
よ し お

 平 成 30年 12月 ６ 日 
株 式 会 社 カ ス ミ 常 勤 監 査 役 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

吉 原
よ し は ら

 祐 二
ゆ う じ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
株式会社ケーズホールディングス取締役常務執行役員管理本部長  

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

大 川
お お か わ

 遵 一
じゅんいち

 令 和 ３ 年 ４ 月 15日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 長 

清
し

 水
みず

    伸
しん

 令 和 ４ 年 ４ 月 21日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 次 長 兼 総 務 調 整 課 長 

丸 山
ま る や ま

 達 也
た つ や

 令 和 ３ 年 ４ 月 15日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 審 査 課 長 
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  労働委員会講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】茨城県労働委員会事務局 
 
〒310－8555 水戸市笠原町 978 番 6 
TEL 029－301－5563（総務調整課）、029－301－5568（審査課） 
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp 
URL http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html 

～労使紛争の迅速・的確な解決を目指します～ 

「あっせん員」について  

 

令和４年４月21日にあっせん員候補者１名を委嘱しました。あっせん員は、労働

委員会で扱う調整事件におけるあっせん（労働組合と使用者との間の紛争について

話合いにより解決を図る制度）及び個別的労使紛争のあっせん事件（個々の労働者

と使用者との間の紛争について話合いにより解決を図る制度）に関与します。 

ここでは、あっせん員が、上記の労働委員会のあっせんにおいてどのような役割

を果たすのかをご紹介します。 

 

労働委員会のあっせんとは、会長の指名するあっせん員が、労使紛争の両当事者

の間に立って労使双方の主張の争点を確かめ、その妥協調整に助力して当事者の自

主的な相互の歩み寄りを図ることにより、当該事件を妥結に導く紛争解決の方法で

す。あっせん員は、今回公示されたあっせん員候補者の中から指名されます。あっ

せん員候補者は、公益を代表する者（弁護士、大学教授など）、労働者を代表する者

（労働組合の役員など）、使用者を代表する者（会社役員など）など学識経験を有

し、労使紛争の解決に援助を与えることのできる者が選ばれます。 

あっせんの際には、紛争の内容等を勘案し、原則として公・労・使のあっせん員

候補者の中から１名ずつあっせん員が指名されます。公益を代表するあっせん員は

公平な第三者の立場に立つ者であり、労働者を代表するあっせん員、使用者を代表

するあっせん員も単なる利益代表ではなく、労使双方の事情を正しく理解し、あっ

せんに反映させていく立場にあります。 

 

以上のように、労働委員会では、異なる立場のあっせん員が複数であっせんに携

わることにより、労使双方の意向をより丁寧に反映させながら、公正で円滑なあっ

せんを行っておりますので、是非ご活用ください。 
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